様式第１（第２条関係）

懲戒請求書

年    月    日

愛知県知事  殿

請求者  住所又は事務所の所在地

氏名又は名称及び代表者氏名

電話番号
行政書士法第１４条の３第１項の規定により、下記のとおり事実を通知し、適当な措置をとることを求めます。

記

１  請求に係る行政書士又は行政書士法人

(1) 事務所の所在地
(2) 氏名又は名称

２  請求に係る事実の概要

（注意）

１  「請求に係る事実の概要」は、できるだけ具体的に記入してください。記入しきれないときは、別紙としてください。

２  「請求に係る事実」の参考となる書類があれば、添付してください。

様式第２（第８条関係）

第        号

聴　聞　通　知　書

年   月 　日

（事務所の所在地）
（氏名又は名称）                  様

愛知県知事　                      印
　あなたに対する下記の事実を原因とする不利益処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項の規定による聴聞を下記のとおり行いますので通知します。

記

	聴聞の件名
	


	予定される不利益処分の内容
	

	根拠となる法令の条項
	

	不利益処分の原因となる事実
	

	聴聞の期日
	

	聴聞の場所
	

	聴聞に関す

る事務を所

掌する組織
	名　称
	

	
	所在地
	


注１　あなたは、聴聞の期日に出頭して意見を述べ、及び証拠書類又は証拠物（以下「証拠書類等」という。）を提出し、又は聴聞の期日への出頭に代えて陳述書及び証拠書類等を提出することができます。

　２　あなたは、聴聞が終結する時までの間、当該不利益処分の原因となる事実を証する資料の閲覧を求めることができます。

３　その他聴聞に際しての留意事項は、裏面のとおりです。

聴聞に際しての留意事項　　　

１　あなたが聴聞の期日に出頭しない場合には、あなたに代わって代理人を聴聞の期日に出頭させ意見を述べ、及び証拠書類等を提出することができます。

２　あなたが聴聞の期日において補佐人とともに出頭しようとする場合には、聴聞の件名並びに補佐人の氏名、住所、あなたとの関係及び補佐する事項を記載した書面を、聴聞の期日の４日前までに、主宰者に提出して許可を受けてください。

３　あなたが病気その他やむを得ない理由がある場合には、知事に対し、聴聞の期日又は場所の変更を申し出ることができます。

４　あなた又はあなたの代理人が聴聞の期日に出頭する場合には、この通知書を持参してください。

５　あなたが正当な理由なく聴聞の期日に出頭せず、かつ陳述書又は証拠書類等を提出しない場合には、行政手続法第２３条第１項の規定により、改めて意見を述べ、及び証拠書類等を提出する機会を与えることなく、聴聞を終結することがあります。

	聴聞の
主宰者
	職　名　
氏　名　

連絡先　

	聴聞の
公開の
有　無
	　有



様式第３（第８条関係）
公　　　示

行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項の規定による聴聞を下記のとおり行います。

年    月　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県知事　                 
記
１  件名

２  日時

３  場所

４  連絡先

様式第４（第８条関係）
公　　　示

行政手続法（平成５年法律第８８号）第１５条第３項の規定に基づき、下記のとおり公示します。

年    月　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県知事　                印
記
１  件名

２  不利益処分の名宛人となるべき者

（事務所の所在地）
（氏名又は名称）                  
３  日時

４  場所

５  聴聞に関する事務を所掌する組織
６  次に掲げる事項を記載した書面を上記５の組織において交付します。

(1) 予定される不利益処分の内容及び根拠となる法令の条項

(2) 不利益処分の原因となる事実

(3) 上記１から５までに掲げる事項
様式第５（第８条関係）
第        号

年   月 　日

日本行政書士会連合会会長  様

愛知県知事　                      印
懲戒処分の予定について（通知）

　愛知県行政書士会に所属する行政書士（行政書士法人）について、下記のとおり懲戒処分を予定していますので、行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１４条の４第１項の規定により通知します。

記

	対象となる行政書士（行政書士法人）
	事務所の所在地
	

	
	事務所の名称
	

	
	氏名（名称）
	

	
	登録番号
	

	予定される懲戒処分の内容
	

	根拠となる法令の条項
	

	懲戒処分の原因となる事実
	


担当  

電話　

様式第６（第８条関係）
No.　　　
聴聞傍聴人票
１　件　名

２　日　時
３　場　所

	氏　　名
	住　　所

	
	


様式第７（第８条関係）
	聴　聞　調　書

	年    月    日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主宰者  （職氏名）　　

	聴聞の件名
	

	聴聞の期日
	

	聴聞の場所
	

	当事者の住所及び氏名（代理人・補佐人の氏名及び住所）
	

	参加人の住所及び氏名（代理人・補佐人の氏名及び住所）
	

	聴聞の期日に出頭しなかった当事者（代理人）の住所及び氏名並びに出頭しなかったことにつき正当な理由があるかどうかの旨
	

	職員の職名及び氏名
	

	職員の説明の要旨
	

	当事者・参加人・代理人・補佐人の意見の要旨
	

	提出された証拠書類等の標目
	

	その他参考となるべき事項
	


様式第８（第８条関係）
	聴　聞　結　果　報　告　書

	年    月    日　

	　愛　知　県　知　事　殿

	　                                                      主宰者  （職氏名）　　

	　    年   月   日付け    　　第    号に係る聴聞を終結したので、その結果を報告します。

	聴聞の件名
	

	不利益処分の原因となる事実に対する当事者及び参加人の主張
	

	主宰者の意見
	

	理由
	


様式第９（第９条関係）
第        号

年   月 　日

（事務所の所在地）
（氏名又は名称）                  様

愛知県知事　                      印
弁明の機会の付与について（通知）

　行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項の規定に基づき、下記のとおり書面による弁明の機会を付与しますので、弁明書を提出してください。

記

	弁明の件名
	

	予定される不利益処分の内容
	戒告処分

	根拠となる法令の条項
	

	不利益処分の原因となる事実
	

	弁明書の提出期限
	

	弁明書の提出先及び弁明の機会の付与に関する事務を所掌する組織
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	電  話
	


注１  弁明書には、あなたの氏名（貴法人の名称）、事務所の所在地、弁明の件名及び弁明に係る事案についての意見を記載してください。
　２  弁明をするときは、証拠書類又は証拠物を提出することができます。

様式第１０（第９条関係）
公　　　示

行政手続法（平成５年法律第８８号）第３１条において準用する同法第１５条第３項の規定に基づき、下記のとおり公示します。

年    月　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県知事　                印
記
１  件名

行政書士法の規定による懲戒処分についての弁明
２  不利益処分の名宛人となるべき者

（事務所の所在地）
（氏名又は名称）                  
３  弁明書の提出期限
４  弁明書の提出先及び弁明の機会の付与に関する事務を所掌する組織
５  次に掲げる事項を記載した書面を上記４の組織において交付します。

(1) 予定される不利益処分の内容及び根拠となる法令の条項

(2) 不利益処分の原因となる事実

(3) 上記１から４までに掲げる事項
様式第１１（第１０条関係）
懲戒処分書

第    号　　

（事務所の所在地）　　

（氏名又は名称）　　

　行政書士法（昭和２６年法律第４号。以下「法」という。）第１４条（第１４条の２第１項・第１４条の２第２項）の規定に基づき、上記の者に対し、次のとおり処分する。

主　　　　文

　上記の者を、        とする。

事実及び理由

年    月    日

愛知県知事　               印
１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、愛知県知事に対して審査請求をすることができます。
２　この処分について不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県知事となります。）。

３　１の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起することができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県知事となります。）。

様式第１２（その１）（第１０条関係）
行政書士法（昭和26年法律第４号）第14条の規定に基づき、次の行政書士に業務の禁止（○年○月○日から○年○月○日までの○月（日）間の業務の停止・戒告）の処分をした。

  年　月　日

愛知県知事　　

	氏　名
	事務所の名称
	事務所の所在地
	日本行政書士会連合会登録番号

	
	
	
	


様式第１２（その２）（第１０条関係）
行政書士法（昭和26年法律第４号）第14条の２第１項（第14条の２第２項）の規定に基づき、次の行政書士法人に解散（戒告）の処分をした。

  年　月　日

愛知県知事　　

	名  称
	事務所の名称
	事務所の所在地
	日本行政書士会連合会登録番号

	
	
	
	


様式第１２（その３）（第１０条関係）
行政書士法（昭和26年法律第４号）第14条の２第１項（第14条の２第２項）の規定に基づき、次の行政書士法人に○年○月○日から○年○月○日までの○月（日）間の業務の停止の処分をした。

  年　月　日

愛知県知事　

	名  称
	事務所の名称
	事務所の所在地
	日本行政書士会連合会登録番号
	業務の停止の処分をする業務の範囲

	
	
	
	
	


様式第１３（第１０条関係）

第         号

年   月 　日

日本行政書士会連合会会長  様

愛知県知事　                    印
懲戒処分手続の結了について（通知）

　愛知県行政書士会に所属する行政書士について、下記のとおり懲戒処分の手続を結了しましたので、行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１４条の４第２項の規定により通知します。

記

	対象となる行政書士（行政書士法人）
	事務所の所在地
	

	
	事務所の名称
	

	
	氏名（名称）
	

	
	登録番号
	

	懲戒処分の内容
	

	根拠となる法令の条項
	

	懲戒処分の原因となる事実
	


担当  

電話　

